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ロールプレイング型の危機管理演習2)や図上訓練を実施
している．また，一元的な危機管理体制構築のために，

災害発生後の時間的推移にともなう災害対応業務の記述

形式を標準化・データベース化することが効果的である

と報告されている．３）
自治体の危機管理対応能力向上には，情報処理能力，

特に状況把握能力の向上が不可欠である．そこで自治体

では，情報IＴ（情報技術）を活用した防災システムを導

入している．特に，阪神・淡路大震災を契機とし，地理

情報システム（GIS）は防災対策システムの基盤となる

ソフトウエアであるとの認織が高まり，多くの自治体に

おいてGISを利用した防災システムが導入されている．

これらの防災システムは地震動予測・建物倒壊予測・洪

水氾濫予測等自然災害発生にともなう，被害の絶対量を

想定する被害想定システム4)であり，様々なハザードに
よる危機対応，危機的状況の発生からの時々刻々と変化

する状況下での危機対応に活用することは困難である．

GISを基盤とした災害対応支援では，地震災害に関す

る多くのレイヤを時系列で整理する手法印や災害対応能
力向上のための知織共有の枠組み6)，緊急対応局面にお
いて短期的に被害情報を収集し，被害の状況や面的広が

りを把握する支援システム7)等が報告されている．しか
し，これらの仕組みは限られた自然災害の災害対応にお

けるGIS活用の可能性を示したにとどまり，危機管理対

応主体である自治体の職員や組織を含めた実践的な危機

管理体制・仕組みの構築，GISの戦略的な活用方策の提

言にはいたってないのが現状である．

本研究では，いかなる危機的状況においても，危機対

応の主体である自治体が，効果的な危機管理対応を図る

はじめに１． 

我が国は地震災害，風水害や火山災害等の自然災害，

近年では新型肺炎SARS発生による疫病感染，2001年９

月１１日に発生したニューヨーク世界貿易センターピル

のテロリズムを契機としたテロリズムの脅威や鳥インフ

ルエンザ感染等予測不可能な様々なハザードにさらされ

ている．地震災害では，1923年関東大震災，1995年阪

神・淡路大震災等の大規模地震で被災し，東海・東南

海・南海地震による広域巨大地震発生が切迫しているこ

とも報告されている．

このような状況の中，自治体を中心とした現行の防災
対策は被害抑止力向上のための物理的な防災対策施設建

設や危機対応能力向上のための訓練の実施や震災復興マ

ニュアルの作成等，阪神淡路大震災で明らかになった教

訓を考慮した対策が実施されている．しかし，これらの

対策は主に単一のハザードに着目した防災対策であり，

様々なハザードに対応するための一元的な危機管理方策

としては不十分である．様々なハザードによって引き起

こされる危機的状況に対し，如何に対応し，社会的な混

乱を最小限度にとどめ，早期に社会的な秩序を回復でき

るかという危機管理対応能力が問われている．

マルチハザードにおける危機対応の共通課題は，①命

を守る対策（緊急対策），②社会フローの復旧（応急対
策），③社会ストックの再建（復旧・復興対策），④そ
のための情報や資源を全般的に管理していくロジスティ

ック（情報・資源管理）という4種類の牒題が存在する

と言われている．’)各自治体では緊急対策の局面での災
害対応能力の向上のため，自衛隊経験者等の指導のもと，
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的な危機管理対応に基づきGISが効果的に利用されたこ

とも報告されている．’０)u)さらにWTCのテロ事件におけ
るGISの活用は，1995年のノースリッジ地震におけるGIS

の活用等から発展したものであり，様々な外力に対する

危機対応局面においてGISが効果的に利用できることも

報告されている．’2）
①ベースマップ(1)と状況把握
ニューヨーク市のEOC（EmergcncyOperationCcntCm）

はＷＴＣ第７ピルに立地していたため，ピル崩壊にともな

いこれまでに構築してきた全てのGISデータ，ハードウ

エア，ソフトウエア等最新のGISシステムを失った．図ｌ

に示すように，ＦＥＭＡ（連邦危機管理庁），ＮＹＳ（ニュ

ーヨーク州），ＮＹＣ（ニューヨーク市川ＮＹFＤ（ニュ

ーヨーク消防局）といった危機対応の主体となる組織が

事件発生直後から，ベースマップを入手するために奔走
していたことがわかる．特に，WTCの事件では建物周辺

の状況だけではなく，救助活動を支援するために建物内

部の状況を把握する必要性があり，建物平面図のデータ
も必要だった．建物平面図のデータは，事件発生直後は

観光用の地図を利用した．約1週間でCADデータを入手
し，燃料タンク等の危険物，被災者の生存している可能
性が高い場所（エレベーターシャフト等空洞となってい

る場所）の位置特定をおこなった．また，GISで主に利
用するベクトルデータだけではなく，事件発生直後から
オルソ画像(2)や衛星画像の重要性が協議され，ニューヨ

ーク州技術局（OFT：Ｏ虚ccfbrTbchnology）は，迅速に
これらのデータを保有する民間企業との契約を結び，現

在の画像と過去のGISデータと重ねあわせた地図（As

WasMaps）を作成し時々刻々と変化する状況を把握し
た．さらに，WTCピル倒壊によって大量の粉塵等が発生
し，崩壊現場の状況を把握することが困難だったため
LmARデータ(3)と熱センサーによる温熱画像を利用した

３次元地図を作成し，崩壊現場の火災延焼等の状況を把
握することができた．ベースマップの作成では，様々な
情報元からデータを入手したため，建物の位置を特定す
るための情報となる住所や建物識別番号が統一されてお

らず，これらを統合する必要性も明らかになった．
②崩壊現場での救助活動等緊急対応の支援
応急救助活動の局面では先に述ぺた，建物平面図やオ

ルソ画像のデータを重ねあわせた地図が危険物を回避し

生存者を救出する活動の役に立った．事件発生から3日
目には，７５フィートのグリッドによる位置参照方式を確
立し危険物の有無，被災状況の変化，救援隊員の作業エ
リアの割当・作業進捗状況の把握，遺体や発見物の場所
の特定に利用された．事件発生から約10日後にはGPSを
利用し，犠牲者の遺品等の発見場所の特定と管理を行う
犠牲者トラッキングシステムを運用した．
③情報共有・提供

前述のように事件発生直後から被害等の状況把握のた
めの地図が作成された．被災状況や救助活動を支援する
ための詳細な地図だけではなく，事件発生後2日目には
立ち入り禁止区域の地図，３日目には電気停止区域，交
通規制等の地図が作成され，状況の変化にともない更新
された．５日目には膨大な地図作成業務の効率化を目的
とし，アイコンやレイアウトテンプレート等を標準化し
たスタンダードマップセットを準備した．前述のように
ベースマップと状況把握のためのレイヤが危機対応を行
う複数の機関で収集・作成された.事件発生後6日目には
これらのデータの共有について協議され，その２日後に
は各関連機関で所持する地図データのフォーマット等の
標準化を行い，翌日に情報共有・蓄積のための新しい空

ためのGISを基盤とした包括的な危機管理システムを提

案し，住民の安全・安心を守ることに寄与することを目

的とする．その際，時間的推移にともなう状況の変化を
データベース化，可視化，共有化できる等優れた機能を
有するGISを活用することが効果的であると考え，その
実践的な活用方策を提案するものである．

２．研究の概要

本研究では，自治体の危機対応に着目し，GISを基盤
とした包括的な危機管理システムをCombatGIS（GIS

ontheSite）と位置づける．すなわちCombatGISとは，
自然災害，人的災害等人間の社会生活に混乱や大きな影
響を及ぼす危機的な状況が発生した際，危機が発生した
場所（自然災害では被災地）において，GISを基盤とし
緊急対応，情報配信等様々な危機対応を支援できる情報
基盤，緊急対応支援ツール等を含む包括的な仕組みであ
る．つまり，CombatGISは，，,いつ"，,,どこで"，，，どのよ
うな，，危機が発生したとしても，現場においてGISを活
用し危機対応を支援することを目指すものである．
CombatGISを実現するためにはデータ，データベース

や運用体制等のGISを核とした情報基盤構築が必要であ
り，自治体のGISを核とした一元化（統合化）された情
報基盤をEntemriseGISと位置づける．
米国ではGISを効果的に利用するための取り組みが積

極的に進められており印まず本稿では，危機対応におけ
るGISの活用の成功事例と報告されている2001年米国・
ニューヨークのワールドトレードセンター（WTC）の同

時多発テロ事件と2003年南カリフォルニアで発生した大
規模森林火災の２事例における危機対応へのGISの活用
を調査し，災害対応におけるGISを活用するための着眼
点を整理した．次に，CombatGISの構成要素や機能等を
定義づけるとともにCombatGISを実現するための情報基
盤となるEntemriseGISとの関連性を考察した．また，
EntcIpriscGIS構築のために，現状の日本の統合的なGIS
の活用状況をヒアリングによって明らかにし，日本社会
におけるEntcrpnscGIS構築の方策を検討した．最後に，
本研究のケーススタディーとして京都府宇治市をフィー
ルドとし，EnterpriscGIS構築に向けたプロセス，Combat
GISに関する実践的な取り組みを実施し，社会の安全・
安心を守るための総合的なGISの活用方策を提示した．

３Ｊ危機対応におけるGISの活用事例

日本社会では，これまでに危機対応局面においてGIS
を効果的に活用した成功事例が存在しない本章では，
日本社会におけるCombatGISを実現するために，その先
駆的な事例として2001年Ｗ]℃の同時多発テロ事件及び
2003年南カリフォルニアで発生した大規模森林火災にお
けるGISを基盤とした危機対応の状況を調査した．

(1)危機対応におけるGISの活用事例
a）ニューヨークWTCの同時多発テロ事件
2001年９月１日，米国・ニューヨーク・世界貿易センタ
ーで航空機を利用したテロ事件が発生し大きな被害をも
たらした．テロリズムという予測不可能な外力による事
件ではあったが，各関連機関の救命・救急活動，情報収
集や被災者への対応等の危機対応は自然災害を含むあら
ゆる外力に対する危機対応の教訓になると報告されてい
る．，）さらに時間推移にともなう危機対応において一元
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殺到し，５日目に地図リクエストの用紙を作成し，１１日
後にはオンラインの地図リクエストサービスを開始し，

地図に対するニーズを考慮し地図を作成した．さらにイ

ンターネット，WebGISを利用し，車両・歩行者進入禁
止区域，地下鉄の運行状況やライフラインの供給停止区
域等住民の日常生活に関わる情報を提供するとともに各
関連機関ではWebGISの拡張として，発行したGISデータ
とデータセットをオンラインで共有した．

間データサーバを構築した．空間データサーパでは，

SpatialDatabascEngine（ESRI社SDE）を利用し，複数ユ
ーザーによるレイヤーの修正・変更に対するルールや権

限，変更内容がデータ及びデータベースに反映されるか
等を設定した．空間データサーバは，過去のデータの更
新履歴を蓄積することができ，時間的推移にともない絶
えず状況が変化する危機対応において重要な情報基盤と
なった．また，各関連機関からの地図に対するニーズが

…
ｉ
ｉ
ｉ
 

図１GISを活用した危機対応の時系列分布

④組織

ニューヨーク市EOCは，活動拠点やGISシステム等の

全てを失った．事件発生直後4日目に埠頭NO92に拠点を

移し本格的な活動を開始した．１屯ＭＡでは，３日後にGIS

の専門技術を持つ人材のリストを入手し主に臨時の職員
によって様々なGISを利用した危機対応を支援した．

図２に事件発生当日から危機対応業務に携わったGIS

スタッフの動向を示す．ＮＹＦＤは，消防局の消防活動を
支援する明確な役割のもと数名の人員が長期的に配属さ
れている．NYSでは，事件発生直後から15名程度の人員

を配属し，州知事および州政府機関，市の危機対応を支
援した．その中での，先に述ぺたOFTはリモートセンシ

ングの衛星データの契約や統括を行い，運輸局写真測量

部門では，入手したデータの解析を行い，平常的な業務
の延長として危機対応を支援していたことがわかる．

NYCでは，事件発生直後は7人の人員から活動を開始し４
日目の活動拠点移行後，人員を増強し，長期に渡り常時

35名程度の人員を配置している．NYCは，膨大な情報を
処理・分析し，市長および全ての市の関係機関の情報・
データ・地図を提供した．同時に，市民やマスメディア

への情報・地図の提供も行った．ＦＥＭＡは州・市の緊急
対応，復旧等総合的に危機対応を支援した．最初の仕事
はGIS関連組織間の＝_ディネーションを行い，ＵＳ&Ｒ

（UrbanSca1℃ｈ＆Rcscue：都市探索救助隊）に対する地

図作成支援，災害現場の指揮所や医療活動を効果的に実
施するための火災による熱や瓦礫等の変化を監視する等

様々な危機対応を支援した．ＦＥＭＡはGIS専門技術者の
人員の増減を柔軟に増減できる仕組みを持ち，全国に非
常勤の人員を確保していた．約2週間後以降，探索救助
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図２GISスタッフの動向

活動から復旧段階に移る時期でFEMAは人員を減少させ

ていることがわかる．事件発生後の混乱状態からそれぞ

れの関連機関の役割が明確化し，役割に応じたGIS人員

の配属が行われていたことがわかる．

ＷＴＣの事件では，予測不可能な事件が発生し，数年に

わたりNYCが構築してきた全てのGISシステムを失った

地点から各関連機関が連携し，危機対応を遂行した．

GISを利用したモデリングやシミュレーション，３Ｄ

地図の作成，リモートセンシング等最新の技術が利用さ

れたが，GISの最も基礎的な機能である重ね合わせによ

る地図作成が最も役に立ったことが再確認されるととも

にGISを利用し様々な危機対応を支援するための体制や

仕組み構築の“速度：迅速性，，と長期的な‘`時間：持

続性，，の重要性が明らかになった．
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これらの着眼点を含むGISを基盤とした包括的な危機

管理システムがCombatGISであり，日本社会に適した
GISの活用方策を実践的に検討することが求められてい
る．

b）南カリフォルニア森林火災

2003年10月アメリカ・南カリフォルニアにおいて大

規模な森林火災が発生した．火災発生地域が広域かつ数
箇所の郡で発生し(4)，SmtaAnawindsの影響を受け約１
週間火災は延焼し，消火活動や住民の避難等様々な危機
対応が行われた．危機対応の重要なツールとなったのが
GISであり，現地の対策本部・ICP,ｓ（IncidentComand

Posts）の割当，モパイルデバイスを利用した現地での情
報収集，被害予測，避難場所の割当，州知事・関連機関
および住民への情報提供等様々な局面で利用された．こ

こでは，最新のGIS技術が利用されたことと同時に多く
の機関が参画した事前の取り組みが効果的な危機対応を
支援した事例であり，ＷＴＣのテロ事件におけるGISの
活用から，さらに進化した形であると考えている．
①事前対策

大規模火災発生以前にサンバナディーノ郡とリパーサ
イド郡では，政府機関，自治体，民間企業とボランティ
ア組織等によるMAST(5)（MountainAgencySafbty
Tnsmrcc)が組織化され'3)，GISを利用した事前対策を

行っていた．MASTのＧＩＳミッションは，森林火災対策
におけるGISの活用，避難路・避難場所・ICP，s設定・
森林火災に影響する朽ちた木の伐採の優先順位の決定・
廃棄場所の設定とWebGISを利用した住民への情報公開
である．これらのミッションを遂行するために，大規模
火災発生以前から１８ヶ月をかけて，火災発生危険度や
避難場所の地図を作成するとともに，森林火災対策に関
する計画を策定していた．同時に，６ヶ月をかけＧＩＳを
活用するためのデータベースを構築していた．また，
GISの最新機能であるフローチャートを利用したモデリ
ング技術(6)を利用し，朽ちた木の伐採の優先順位を決定
した．組織間連携によるＧＩＳを活用した事前対策が，こ
のエリアで発生したGrandPrixFil己，O1dFi”による被害
を軽減することができた．同時に発生したサンディエゴ
周辺の火災と比較して，住民の居住地域の境界線で火災
延焼を抑止し，死傷者等の被害を軽減した．（７）
②消火活動等危機対応
消火活動では，消防士は割り当てられたICP，sの管轄

エリアの地図に基づき活動した．指揮本部ではGISを用

い現状の火災状況を把握し，今後の延焼状況を予測し，
現地の消火活動を支援した．また，風向，風量等のリア
ルタイムの気象データを利用し，人体に悪影響をおよぼ
す煙の影響範囲，影響度合いを分析した．同時に，カリ
フォルニア州知事等への情報提供を３Ｄ地図を作成し報
告するとともに，MASTや各関連機関の１，から火災の状
況，火災による被害の状況等の情報提供を行った．火災
による被害の状況調査では，モバイルデパイスとGPSに
よる支援ツールが効果的であった．

４．日本社会におけるEnterpriseGlSを基盤とし
たCombatGIS

(1)CombatGIS 

CombatGISは自然災害，事件等危機的な状況が発生し

た際，被災地において，ＧＩＳを基盤とし様々な局面の災
害対応を支援するGISを基盤とした包括的な危機管理シ
ステムであり，大きく分けて以下の点が求められる．
①時々刻々変化する被災地の状況を把握すること（状況
把握，意思決定支援）

②危機対応支援ツール等を利用し戦略的・効果的な災害
対応を支援すること（緊急対応支援）
③状況把握とともに将来的な危機の推移を予測すること
（将来予測）

④防災関係機関間や市民に効果的に情報を提供すること
（情報提供）

⑤事前対策から応急対策，復旧・復興対策といった時間
推移にともなう危機対応業務の変化を支援可能な一元化
された包括的な情報共有システムを構築すること（情報
共有）

この５つの点は，危機対応を支援する特殊な技術と平
常時の仕組みに分けられる．

状況把握，緊急対応支援や被害予測は危機対応局面で
のＧＩＳの活用方法であり，モパイルデパイスを使用した
情報収集ツール，リモートセンシングによりリアルタイ
ムデータの解析，被害拡大予測等のシミュレーションで

ある．情報提供や包括的な情報基盤を利用した情報共有
は，危機対応の主体である自治体の平常時からの取り組
みが生かされるものであり，ベースマップの整備，地図
作成のためのテンプレートの準備，情報共有のための共
有空間データベースの構築，WebGISを利用した住民へ
の情報提供等である．図３のように平常時からの統合的
なGISの活用（EnteIpriscGIS）が基盤となり，災害対応
局面においてＧＩＳが効果的に活用できると考えている．
同時に，総合的な危機管理対応のためには，ICS⑧に代
表される危機管理体制とともに，ＧＩＳの技術者育成や人
材の最適配置等組織の体制整備，国・県・市町村，警察
や消防等の関連機関との組織間連携が重要となる．

(2)EnterpriseGlS 
危機対応局面での特殊な技術（シミュレーション等）
は，大学機関や民間企業によって開発され，危機対応主
体の自治体に導入されている．しかし，これらのシステ
ムはスタンドアロン型の特化したGISシステムとしての
み導入さており，自治体全体の情報基盤とは連動してい
ない．CombatGISを実現するための日本社会に適した
GISの活用方策を考える上で最も重要な点は，自治体に
おいて平常時から統合的にGISを基盤とした環境を整備
することであり，この情報基盤に基づきシミュレーショ
ン等の技術と連動することが求められる．３章で述べた
ように，いつ，どこで発生するか分からない危機に直面
した際，GISを利用した危機対応支援は，最も基礎的な
機能を迅速に利用することが求められる．すなわち，危
機対応の主体である自治体はGISを基盤とした基礎的体
力が備わっているか否かが問われる．

(2)危機対応におけるGISの活用のための着眼点
WTCのテロ事件と南カリフォルニアの森林火災におけ

るGISを活用した危機対応は，マルチハザードによる危
機発生に対し，GISを活用するための着眼的を以下のよ
うに与えてくれた．

①統合的にＧＩＳを活用するため・の情報基盤の整備
②ライフライン等災害で重要となるデータの整備
③被害予測等のモデリング技術の開発
④情報（地図）を素早く提供できるシステムの確立
⑤災害発生後のリアルタイムでのデータ収集方法の確立
⑥セキュリティーを重視した共有可能なデータの整備
⑦データのバックアップ
⑧組織間連携

－３０８－ 



Ｗｄ 

図３危機対応においてGlSを活用するための概念図

積でのEnterpriseGISとは従来の統合型GISとは異なるプ
ロセスや考え方であってもCombatGISを実現するための

情報基盤となりうることを示したものである．他方，研
究機関等では，防災分野を対象とし，自治体のGISの活
用状況に関する調査M)が行われている．この調査結果か
らも，本研究の目指すCombatGIS実現のためのEnterprisc
GIS構築の具体的方策を見出すのは困難である．
ここでは，稲極的にGISを利用している自治体の状況

をヒアリングを通して把握するとともに，京都府宇治市
を実践的なフィールドとして設定しEntcmriseGIS構築の
ための実践的な方策を検討する．統合的にGISを活用し
ている自治体へのヒアリングは兵庫県西宮市（人口

438,105人：平成12年国政調査），大阪府豊中市（人口
391,726人：同調査），京都府城陽市（人口82,828人：平
成i6年４月現在）で実施し，EnterpriscGIS構築のための
フィールドを京都府宇治市（人ロ188,332人：平成14年４
月現在）とした．（'0)人ロ20万人未満の市町村は全国の
約97％（3,230の市町村中3,123市町村：平成12年国政調
査）を占め，中規模，小規模な自治体の統合的なGISの
活用方策を検討することが日本社会においてCombatGIS

を実現するために重要であると考えた．
a）自治体の統合的なGISの活用に関する取り組み

ヒアリングは，統合的なGISの活用のために必要だと

考えられる項目を設定した．（'1)今回のヒアリングは，
自治体のGISの活用状況を定量的に把握・比較する調査
ではなく，先駆的に統合的なGISの活用を進めている自
治体の考え方・プロセス・失敗例・成功例を具体的にヒ
アリングし，新たなフィールドにおけるEntcrpriseGIS構

築のための実践的な方策を検討するためのものである
①経緯・目的：1990年代初頭から統合的にGISを利用す
る方策を検討した．導入目的は，市庁舎内の業務の効率
化，地図の重複作成の回避であり，都市計画基礎調査，
道路台帳や固定資産税評価のためのベースマップを整備
することが出発点となった．

②システム概要：市庁舎内イントラネットの共有空間デ
ータベースの構築し，WCbGIS等を利用し市庁舎内での

利用から現在では住民サービスのための地図検索，情報

平常時から統合的にGISを活用するための情報基盤が

EnterpriseGISであり，大きく以下の要素で構成される．
①インフラストラクチャ：ハードウエア，ＯＳやネット
ワーク等の情報インフラストラクチャ

②GISソフトウエア等：GISソフトウエア，WebGISソフ
トウエアやデータベース等GISに関連するソフトウエア

③データ：ベースマップやレイヤ等の空間データ及びデ
ータの相互運用性

④データベース：リレーショナルデータベース，空間情
報データベース

⑤アプリケーション：WebGISアプリケーションや各部
局の目的に応じたアプリケーション

⑥組織：統合的にGISを活用するための組織体制
⑦人材：GISに関する基礎的技術・知職や意識

特に，組織づくりやEnterpriscGISを継続的に運営する
人材の意識は平常時から統合的にGISを活用するために
重要であり，危機対応局面で効果的にGISを活用できる
か否かに直接的に関連すると考えている．すなわち，平
常時の自治体の業務遂行においてGISが効果的に利用で
きることを認織し，上記７つの点を考慮し，組織内で
GISを統合的に活用する方策を実行することが日本社会
でCombatGISを実現できる方策であると考えている．

日本社会における自治体を中心としたGISの活用状況
では，1995年の阪神・淡路大震災を契機に，国家政策と
して基盤データの整備，相互運用性のための空間データ
の標準化が進められた．そして，本格的なGISの普及を
目指し，自治体における統合型GISの推進を行った．（９）
現在では，住民サービスの向上，地域活性化を目指した
地図サービスを提供するためのGISの利用法が促進され
ている．ここで述べている従来の統合型GISは本稿で述

ぺるEntcrpriseGISと統合的にGISを活用できる情報基盤
を整備すると言う点で同義である．しかし，これまでの
統合型GISは自治体の平常業務に地図を利用する頻度の
高い部局（土木，税務，都市計画，上水道や下水道業務
等のヘピーユーザー）を対象としたものであり，後述す
る初期＝ストの面等今後統合的にGISを活用する情報基
盤の構築を望む多くの自治体には大きな障害となる．本

－３０９‐ 



築のためには，先に述べた危機対応においてGISを活用
するための考慮点と同時に平常時の自治体の業務を支援

し，住民等へのサービスを向上するために必要なシステ
ムの性能と確保可能な予算の双方を検討することが必要

である．図４では，EntelPriseGIS構築のために必要な要
素・性能を，ベースマップの精度（位置精度等），相互

運用性（WebGISを利用したイントラネット，インター

ネットでの情報共有の仕組みと共有空間データベースの

構築およびパージョニング('2)），＝スト（導入費用，保
守費用）３軸に設定し，宇治市におけるEnterpriseGIS構
築のための方策を検討した．ヒアリングを行った自治体
は測量法の条件を満たす精度の高い大縮尺のベースマッ
プの整備が進んでいる．初期投資等の＝ストは高いが
WebGISを利用しイントラネットでのデータ共有の他，

インターネットを利用した住民サービスでもベースマッ

プを利用している．政令指定都市は都市計画基礎調査（

1/2,500）に基づくベースマップを整備している自治体が
見受けられるが，単独部局のスタンドアロン型のGISシ
ステムが数多く導入されており，情報共有等統合的な
GISの活用が困難な状況にあると考えている．

提供を行っている．－部既存のスタンドアロン型のGIS

システムが残っており，全てのGISシステムが統合的に
整備されてはいないが，基本的には統合的にGISを活用

するプロセスを実行しており，統合型GISを構築してい

ると言うことができる．

③GISソフトウエア：統合化されているシステムで利用
されているGISソフトウエアやファイル形式は統一され

ている．

④ベースマップ：ベースマップは測量法に基づく位置精
度等の条件を満たす道路台帳（1/500），都市計画基礎

調査（1/2,500）等を整備している．
⑤ベースマップの更新：都市計画基礎調査（1/2,500）は
5年に1度更新している．道路台帳（1/500）はそれぞれ

の手法で1年に1度更新している．

⑥導入費用：システム導入費用は，ベースマップ作成費
用の割合が大きい．ヒアリング調査を実施した自治体は
GISのヘピーユーザーを対象とした統合型GISを構築して

きた経緯を持つ．自治体業務の中でニーズの高い都市計
画基礎調査（1/2,500），道路台帳（l/500），固定資産
税評価のための家屋図といった精度の高いベースマップ
を整備することが統合型GIS構築の動機となっている．

道路台帳（1/500）を中心に統合型GISを構築してきた自
治体ではベースマップの整備と統合型GISシステム導入
に5億円を超える予算を投入している．

⑦保守費用：システム更新等以外では，ベースマップの
更新費用が主に必要な費用となる．ベースマップの更新
では独自でデータの形状等を更新する手法等を開発して

いる自治体もある．都市計画基礎調査（1/2,500）は5年
に1度５千万円から1億円程度，毎年更新する必要性の高
い道路台帳（1/500）では，毎年1千万円以上のベースマ
ップの更新予算を投入している．

⑧担当部局・組織：情報関連の部局が管理している．統
合的なGISシステム檎築のための部会を設立し，現在も
継続して問題点等を蟻鶴している自治体もある．
⑨人材育成：委託業者に全てを依存するのではなく，独
自でGIS等の技術を習得し，運営している．

今回のヒアリングでは，統括している部局にGISを統
合的に利用する意織の高い人材がいること，長年の取り
組みの中でシステムの修正・変更を加えながら現在も運
用し，GISを効果的に活用した先駆的な自治体となって
いること，システム導入の費用の多くはベースマップ作
成に費やしたこと等が明らかになった．ヒヤリングを実
施した自治体の１つは阪神・淡路大震災の大きな被害を
受け，情報システムを復旧し，被害の状況等の地図を作
成した経緯を持ち，危機的状況が発生した際，危機対応
においてGISを活用できる基礎的情報基盤が整備されて
いると考えられる．

b）京都府宇治市におけるEnterpriseGIS構築に向けた
実践的な取り組み

ヒアリングを実施した自治体から得られた情報は，今
後統合的なGISシステム構築を目指す自治体にとって有
益な情報であり，他自治体においても同等の仕組みを構
築することができれば良いが，予算確保等の面で同様の
構築プロセスを実行することが困難である側面を持つと
考えた．つまり，統合的なGISシステム構築のための最
初の段階が先に述べた自治体内のヘピーユーザーの業務
効率を向上するためのベースマップの作成であり，更新
の予算も含め大規模な予算確保が必要となり，ベースマ
ップを所有していない自治体にとっては大きな障害とな
る．今回のEntcmriscGIS構築のフィールドとなる宇治市
においても同様の問題点が挙げられた．EntemriscGIS椿

図４自治体の統合的なGISの活用状況

宇治市等中小規模の自治体におけるEnterpriscGIS構築
のための方策は，情報共有のために必要な機能や運用体
制を重視し，初期投資を少なくすることであると考えて
いる．つまり，先に述ぺたへピーユーザー対象の統合的
なGISシステム構築プロセスではなく，これまでGISとは

関連が無いように思われた福祉や清掃業務等のライトユ
ーザーを取りこむとともに住民への情報提供サービスを

出発点としたEnterpriscGIS構築である．したがって，以
下のような方策を掲げた．
①目的：“安全・安心のまち宇治”のために，地図によ
る住民・市庁舎内のコミュニケーションを図ることを目
的とする．

②システム概要：WebGISを利用したインターネットに
よる住民への地域情報サービスとともにイントラネット
による地図の共有を図る．つまり，ライトユーザーを対
象とした基本的なGISの機能を既存のインターネットプ
ラウザ(IntemetExplo曜等)で利用可能なシステムを構築す
ることになり，データの共有等が効果的な業務等を考慮
した，いわば最大公約数の統合的なGISシステム構築を
目指すものになる．

③ベースマップ：公共測量法に基づく高精度の新規ベー
スマップの作成ではなく，入手可能な大縮尺の地図と住
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ド面の対策を整備することだけではなく，地域住民や
PTA等で地域の安全性を確保する取り組みが必要である

と考えた．事件発生当初は，住民，自治体やマスメディ

アの関心が高く，約1ヶ月でWebGISを利用した情報共有

サイト（“宇治あんぜん・あんしんマップ'’’5)）を立
ち上げた．“宇治あんぜん・あんしんマップ”の仕組み

は宇治市を拠点とした宇治市利用技術検討協議会(13)が主
体となり開発した．本情報サイトは，児童がいつ，どこ

で,どのような危険な目に遭っているのかという情報を
地図の情報に基づき蓄積し犯罪発生の未然防止を目的と

したものである．すなわち，瞥察に通報されないような

「ひやりとした」，「はっとした」体験を共有し地域住

民自身が安全・安心な街をつくることに参画できる仕組

みである．宇治市利用技術検討協議会では，これまでに

「c-まちづくり」（2004年４月より「c-タウンうじ」とし

て本格稼動）として双方向のWebGISの技術を利用し，

市民団体の活動内容等の情報を蓄積，共有する仕組みを

構築していた．WebGISのエンジンは協議会の一員であ
る（株）ワオネットのHAYATEを利用した．“宇治あん

ぜん．あんしんマップ”は，GISを基盤とした宇治市の

平常時からの取り組みを活用したものであり，本稿で述

べたCombatGISの実践的取り組みと言うことができる．

図５は初期面面，図６は閲覧面面を示す．地図上で任意

の場所を特定し，入力されたテキスト，画像等を閲覧す

ることができる．図７は入力画面を示す．入力者は被害

に遭った地点を地図上に落とし，性別，年代，小学校区

や被害種別（つきまとわれた，声をかけられた，殴られ

た，脅された，金品を奪われた，体をさわられた，物を

壊された，その他）等と相手の特徴を選択し，被害に遭

った状況を説明するテキストを入力する．個人の誹誇・

中傷等の書き込みを防ぎ情報の質を均一にするため，書

き込まれた情報は宇治市利用技術検討協駿会によって確

認し，１日に1度更新される．これらの双方向のWebGIS

を利用した取り組みは，先に述ぺた宇治市のEnterprise
GISとの統合化を図り，庁内で利用されているベースマ

ップを利用し，インターネットを介した住民への情報サ

ービスを継続的に実施可能な仕組みとする．

鳥インフルエンザ感染による社会的混乱は平成16年２

月下旬に感染が発覚後，終息宣言が出された同年４月１３

日まで続いた．’の丹波町においてウイルス感染発覚後，
近傍の畜産農家に感染し，自治体ではウイルスの発生源

となった丹波町の農家を中心とした鶏肉の移動自粛範囲

を30kmに設定した．移動制限区域から清浄区域へ感染を

拡大させないための移動制限区域付近での消毒ポイント

の設置，感染した養鶏の廃棄場所の確保と処理等多くの

迅速な対応を求められる中，ウイルスがカラスに２次感

染していることが次々と発覚し，社会的混乱状況が続い

た．この事件では，移動自粛範囲301mmやウイルス感染発

覚場所，２次感染したカラスの発覚場所，カラスの移動

距離lOlqn等位極的情報にもとづくものが多く，時事刻々

と変化する状況を地図化し状況把握することによって多

くの対応を支援できると考えた．対応にあたった自治体

では移動自粛範囲30kmの養鶏農家を抽出するのに時間を

賀やした．’7)先に述べたEntemriseGISの中で平常時から
養鶏農家のレイヤを作成し，基本的なGISの機能を利用

し任意のエリア内の対象物の選択ができていれば迅速に

危機対応を図ることができたと考えている．ここでは自

主的な取り組みとして，住民等にウイルス感染発覚場所

や自治体の対応状況等の情報を提供するCombatGISの１

つの要素である情報提供の側面を実施した．新聞記事等

により現在の状況，位置を特定し，GISを利用したデー

民やライトユーザーを意識した馴染み易い地図を利用す

る．②の統合的なGISシステムで利用するベースマップ
はヘピーユーザーのニーズには見合わないことが考えら

れる．EmerpriscGIS導入により，いかに業務が効率化す
るのか等が不明瞭な状態での予算確保は困難であり，こ

こで提案するライトユーザー指向のEntcrpriscGISを導入
し，その効果，必要性等を認職し，ヘピーユーザーのニ
ーズに見合う高精度なベースマップの必要性・作成方法

や更新方法を蟻論することが重要である．宇治市での取

り組みにおいて，将来的に独自で高精度なベースマップ

を作成し，その間利用していたベースマップを切り替え
た場合においても，高精度なベースマップの更新費用よ
りも＝スト面では低い（500万円以下）と考えている．

④共有空間データベース：イントラネットでの地図情報

の単純な共有だけではなく，ネットワーク上での地図の

書き込みや更新が管理可能なパージョニング機能を重視
する．（'3）

⑤組織：EnterpriscGIS協議会を設立し，ヘピーユーザー
だけではなくライトユーザーを参画させ，その意織を高

めるとともに，運営やデータ作成等の役割を分担する．

⑥コスト：初期の投資コストを少なくし，組織の能力に

見合った段階的なシステム構築とする．宇治市の場合，

ベースマップの利用，システム構築を含め3ヵ年で約

3000万の予算でのEnterpriscGISを目指している．
つまり，自治体が，まずEnterpriseGIS導入による効果
をそのプロセスの中で認識し，意識・技術・体制の強化

とともにシステムを成長させるための方策を検討するこ

とが重要である．宇治市内においても，先に述べたヘピ

ーユーザー（五大業務）において，業務支援の目的でス
タンドアロン型のGISシステムが導入され，ベースマッ

プは民間企業の利用制約付きのデータ等，異なるベース

マップを利用しているのが現状である．ヒアリングでも

明らかになったように，ヘピーユーザーのニーズを満た

すための測量法に基づくベースマップの作成・更新には

多くの費用や技術・知識が必要になり，投資受用に見合

うEmclpriscGISの効果を認職するとともに，運用するた
めの組織づくりを実践的に確立することが自治体におけ

る継続的なGISの活用につながる．

このような自治体における実践的な取り組み・プロセ

スに携わり，成功事例を生み出すことが日本社会におけ

るEnterpriseGIS構築の新しい方策を示すこととなる．
GISを統合的に活用する基盤を持ち，その意識の高い自

治体が増えることが，危機的状況が発生した際に迅速か

つ持続的にGISを利用できること（CombatGIS）につな

がると考えている．

５．CombatGISに関する実践的な取り組み

前章で述べた宇治市におけるエンタープライズGIS構

築への実践的取り組みを実施する中で，平成15年12月１８

日に宇治市の小学校に不審者が乱入し，児童に傷害を与

える事件が発生した．また，平成16年２月下旬に京都府

丹波町の畜産農家において，鳥インフルエンザ感染が発

覚し，時間経過にともない感染エリアが拡大し，近畿圏
だけではなく日本全国での社会問題となった．本章では

CombatGISの実践的な取り組みとして2つの危機的状況

発生に対するGISを活用した取り組みを述ぺる．

宇治小学校の児童傷害事件では，校門の開閉状況や警

報機の作動状況等の不手際がマスメディア等によって指
摘された．しかし，警報機器や監視カメラ設置等のハー
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夕作成，テンプレート化，地図の配信を行った．図８に

示すように，時事刻々と変化する感染状況・対応状況を

地図化するためのテンプレートを作成し，関連する情報

を更新した．】8）

この事件では，都道府県や市町村の畜産分野の部局が

危機対応の主体となる．ウイルス感染エリアの把握や畜

産農家の消毒作業の実施状況，消毒ポイントの設置，感
染した養鶏の廃棄場所の選定や処分，住民への情報提供
等GISの基本的な機能が効果的に利用可能であると考え

られる対応業務が多く，平常時は先に述べたGISのライ

トユーザーである畜産分野の部局等も含めた本稿で述ぺ

たEntemriseGISを基盤としたCombatGISに関する取り組
みが効果的な危機対応支援につながると考えている．

図８鳥インフルエンザ現況地図テンプレート、愚2'i③HMB9IBHHlg臼1,Nﾖ!uＥ３面99蟄麗qqN9E駈溜

６．まとめ

忠■
本研究では，GISを基盤とした包括的な危機管理シス

テムをCombatGISと位置づけ，いかなる危機的状況発生

に際しても，主体となる自治体が危機発生現場において

GISを活用し効果的，継続的な危機対応を実施するため

の方策を示した．

以下に本研究で得られた成果をまとめる．

①危機対応局面におけるGISの活用事例として2001年

WTCの同時多発テロ事件及び2003年南カリフォルニアで

発生した大規模森林火災を調査した．事前対策，応急対

応，復旧・復興という時間推移にともなう危機対応業務
の中でGISが効果的なツールとなることが分かるととも

に，最新のデータや処理技術，機能だけではなく，基盤
となる基礎的データの整備や情報共有の仕組み等の統合

的にGISを活用するための情報基盤（EnterpriseGIS）が
最も重要であることが明らかになった．

②日本社会におけるCombatGIS実現のための情報基盤と

なるEnterpriseGIS構築のために先駆的な自治体の取り組
みを鯛ぺた．これまでの自治体の統合型GISの構築プロ

セスは，ヘピーユーザーを主体とした統合的なGISの活
用を目指すものであり，ベースマップの整備・更新費用
や運営方法等新しく統合的にGISを導入する意織を持つ

自治体にとっては第一段階で大きな負担となる．

EntemriseGIS構築に対する意織の商い中規模の自治体で
ある宇治市において実践的なEntemriseGIS構築のための
方策を検討し，インターネットやイントラネットを介し
た情報共有を出発点とする，いわばライトユーザーを対
象とした段階的なプロセスの重要性を示した．

③宇治市におけるEntcrpriseGIS構築を進めると同時に，
同地城で発生した児童傷害事件，烏インフルエンザ感染
問題においてGISを活用した実践的危機対応を試みた．
GISに関する宇治市や関連組織の平常時からの取り組み

を活用し，地域の安全・安心を守るための情報共有シス
テムを短期間で構築することができた．

本稿では，あらゆる危機対応局面においてGISを効果
的に活用するための方策と実践的に取り組みについて述
ぺた．日本のどこで起こる予測できない危機に対して，

危機対応の主体となる多くの自治体がEntemriscGISを基
盤とした危機対応を実践することが最終目標となるが，
GISを活用した危機対応は１つの組織だけでは充分な対
応が困難である．以下に，今後の課題・方向性を示す．
①組織間連携

図５初期画面

図６閲覧画面

図７入力画面
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活の中で危機的状況に近似した事象は多く，これらの事
象においてGISを活用した業務を遂行することが災害対
応主体の自治体のGISに関する基礎的な体力を蓄積する
ことにつながる．

日本社会の危機対応の仕組みや，危機対応の主体とな
る自治体の状況等を考慮し，本稿で述べた戦略的なGIS
の活用方策を実施することがGISを活用した効果的な危
機対応を実現すると考えている．

警察や近隣の自治体においても，GISを利用した取り
組みが進められている．近隣の自治体や大学機関等の取
り組みについて情報交換を行う場（地域のGIS＝ミュニ
ティー形成の場）の形成や環境問題等行政界を越えた問
題解決のためのプロジェクトを実施することが効果的で
ある．また，市町村におけるベースマップの整備では，
都道府県における取り組みとの整合性を図りベースマッ
プの重複投資の回避やデータの流通促進を目指すことが
求められる．つまり都道府県が主に必要とする中・小縮
尺のベースマップと市町村が主に必要とする大縮尺の地
図を都道府県と市町村が協力し整備することが求められ
る．本稿では宇治市を実践的なCombatGIS，Entcrprisc
GIS構築のためのフィールドとした．宇治市における実
践的な取り組みの中で，京都府警察近隣の城陽市等の取
り組みを情報交換でき，今後は具体的なプロジェクトの
進行，行政界を越えたGIS＝ミュニティーの形成を目指
す．また，民間企業では先駆的なGISデータ等の共有サ
ービスを進めており(M)，特にベースマップが未整備の
自治体やWTCのテロ事件のように危機発生によってデー
タを失った場合は，これらの仕組みを活用することも効
果的である．

②応急電子地図作成協議会の設立
本稿では，米国のGISを活用した危機対応の事例の中

でGIS専門技術者を確保する国家的な仕組みを述ぺた．
日本社会では，災害対応の主体となる自治体組織の中

にGISを上手く利用できる人材が不足している．また，
危機的状況発生の規模が大きい程，長期間に渡りGIS専
門技術者の人数も必要となり，自治体や関連機関だけで
は効果的な対応は困難である．日本社会で危機的状況の
規模にかかわらずCombalGISを実践するためには，現地
で柔軟に働けるGIS専門技術者を確保することが求めら
れ，民間企業，研究機関等に所属するGIS専門技術者を
確保するための組織づくりが必要である．図９には応急
電子地図作成協織会を設立に向けた組織像を示す．人，
もの（ハードウエア等），データと資金を流通させる仕
組みが必要となる．日本社会において危機対応にGISを
効果的に活用するためには，応急電子地図作成協議会の
ような明砿な目的を持つ組織を設立し，危機発生地域に
GIS専門技術者を派遣する仕組みが必要であると考えら
れる．
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また，自治体の統合的なＧＩＳの活用状況を把握するた
めのヒアリングでは，協力して頂いた担当部局の方Arに
深く御礼申し上げます．

補注

(1)道路中心線や街区，河川等地図の骨格となる基盤地図．
の航空写真などの中心投影した画像を既存の地図と標高デー

タを用いて正射影変換処理した画像．

(3)高精度のレーダー測量データで，地表面の起伏等の状況を
把握することができる．

(4)付図１のように森林火災がサンデイエゴ郡，リバーサイド
郡，サンバナディーノ郡で同時に発生した．

(5)政府，州，郡，市，公共施股会社・民間企業，ボランティ
ア団体で構成され，サンパナディーノ郡では１９組織，リ

パーサイド郡では２７組織が参画し山火事対策を実施して

いる．

(6)ＧＩＳデータやモデリング手法による処理プロセスをフロー
チャート化した技術．処理プロセスの可視化により多くの

ユーザーがそのプロセスを容易に理解でき，フローチャー

トを共有することにより同じモデルを簡単に利用できる．

(7)付図２の左付図がサンディエゴ郡の火災，右付図がサンバ
ナディーノ郡の火災を示す。サンディエゴ郡の火災は市街

地部に延焼拡大していることがわかる．

(8)ＦＥＭＡによればIncidentComanndSysOcmは，緊急時におけ
る危機対応の本質的な仕組みを示し，いかなる災害および

緊急事態にも適応可能な組織体系の構築を目指すものとさ

れている．

(9)総務省ではＧＩＳの普及期として平成１２年度からGISモデ
ル地区実証実験を７都道府県地区（岐阜県地区，静岡県地

区，大阪府地区，高知県地区，福岡県地区，大分県地区，

沖縄県地区）を対象に実施した．

(10）京都府宇治市はGISの統合的な利用を目指す一方，その方

策を模索していた．本研究のEIIteIpriscGIS構築のフィー
ルドとして最適であると考えた．

(11）質問項目は，導入経緯・目的，導入システム・データベー
ス共有空間データベース・ベースマップ等のデータ・導入

コスト等のシステム概要，人材・運用体制・運用費用等の

システム運用等の項目である．

(12）共有空間データベースのパージョニング機能とは，データ
・レイヤーを多くのユーザーが同時に編集し，更新するル

ール等を設定する機能等である．

図ｇ応急電子地図作成協議会の仕組み

本稿では自然災害や事件等の危機対応にGISを効果的
に活用するためのEmerpriseGISを基盤としたCombatGIS
について実践的な方策を述べた．自然災害や事件等の危
機対応だけではなく，地域のイベント等平常時の社会生
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月より独立行政法人情報通信研究機構）「宇治GIS研究

開発支援センター」が併用開始され，宇治市GIS利用技術

検肘協駿会を股立し，産・官・学によるGISを基盤とした

新しい情報共有の方法を検討している．ＧＩＳ利用技術検討

協駿会へは宇治市，京都大学防災研究所や地元IＴ企業が

参画している．（会長：京都大学防災研究所林春男）

(14)GeographyNetwmk構築は，ESRIジャパン株式会社が設立
したGISデータの検索・ダウンロードが可能なGISデータ

に関するポータルサイトである．また，本サイトおいて用

意されたデータセットを利用することにより，独自に作成

したデータを重ねあわせること等が可能である先駆的な取

り組みである．

付図１森林火災の発生状況

付図２森林火災の延焼状況
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